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農用地利用配分計画・農用地利用集積等促進計画

に係る都道府県知事の認可に係る事務負担の軽減
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岐阜県
1

1

重点番号45：農用地利用配分計画・農用地利用集積等促進計画に係る都道府県知事の認可に係る事務負担の軽減（岐阜県）



農地中間管理事業の概要
• 農地をまとまりがある形で利用できるよう、「農地中間管理機構」を介し、
出し手から受け手に貸付けする事業。

• 岐阜県では、(一社)岐阜県農畜産公社を「農地中間管理機構」として指定し、
事業を推進。

農地中間管理機構
(一社)岐阜県農畜産公社
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地域窓口(市町村・JA)
ほか関係機関

連携・協力

〈受け手のメリット〉

・出し手と個別に交渉する必要

がない。

・契約更新や賃料の支払いが

一度にできる。

〈出し手のメリット〉

・受け手を探し、交渉する必要

がなく、賃料のやりとりなど

の手間を減らせる。

・公的な機関なので安心して

農地を預けることができる。

県に一つ

① ②

③

④⑤
※農用地利用配分計画 ※農用地利用集積計画

※ 農用地利用配分計画・集積計画など、③以降の手続きは次スライド参照

2

平成26年度から事業開始
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•出し手が機構に貸付け（権利設定）するために、Ⓐ借入れの計画
（作成・公告は市町村）を作成。

•機構が受け手へ貸付けするために、Ⓑ転貸の計画を作成、県に
申請し、県が公告・認可することで、貸借権等が設定。

現行制度における賃借権等の設定までの流れ
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（市町村又はＪＡ）

（公告後、権利設定）

出し手⇒機構
(公告後、権利設定)

機構⇒受け手

Ⓐ、Ⓑの計画は、貸付期間が満了となれば、「更新」も「再設定」も、
「新規」と同じ事務が発生する。※農地法の賃借権の場合、解約合意がない限り更新が適用

※新 規：受け手との賃借権等の新たな設定 更新：同一の受け手に従前の賃借権等と同一条件で再度設定
再設定：同一の受け手に従前の賃借権等の条件を見直し再度設定

（市町村）

（機構等）
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